
インバウンド受入環境整備事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、外国人観光客の滞在時の快適性及び観光地の魅力向上等を

目的として、外国人観光客の受入環境の整備を促進するため、当該整備を行う

事業者等に対し、補助金の交付を行うことについて必要な事項を定めるものと

する。  

（補助対象事業者等） 

第２条 会長は、予算の範囲内で、外国人観光客の受入環境の整備を行う事業者

に、当該整備に要する経費について、補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付対象事業者（以下「補助対象事業者」という。）は、萩市

内で外国人観光客を受入れる、又は今後受入れる計画のある事業者とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる外国人観光客の受入環境の整備に係る事業（以

下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲げる事業とする。 

(1) Ｗｉ－Ｆｉ整備 

(2) 宿泊施設、飲食店における和室、和便器等の洋式化 

(3) 自社のウェブサイトの多言語化 

(4) 館内案内表示の多言語化 

(5) その他外国人観光客の受入環境を改善するために必要であると会長が認め

た事業 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業の実施に要する経費のうち次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 補助対象事業の遂行に必要であることが明確な経費であること。 

(2) 第８条の補助金交付決定以降に生じた経費であること。 

(3) 証拠書類によって支払金額が確認できる経費であること。 

(4) 申請に係る補助対象経費の額が３０万円以上であること。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、消費税及び地方消費税を除く補助対象経費（１事業の補



助対象経費が２００万円を超える場合は、２００万円）に２分の１を乗じて得

た額とする。 

（外国人観光客受入体制計画の認定） 

第６条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、萩市インバ

ウンド受入環境整備支援事業計画書（別記第１号様式）により、外国人観光客

の受入環境等を向上させるための計画（以下「外国人観光客受入体制計画」と

いう。）を策定し、当該計画について会長の認定を受けなければならない。 

２ 会長は、外国人観光客受入体制計画の提出があった場合は、提出書類及び次

の各号に掲げる事項について審査し、計画の認定を行うものとする。 

(1) 補助対象事業者が、今後市内で外国人観光客の受入を計画的に実施するこ

とができる者であること。 

(2) 補助対象事業者が、補助対象事業の実施に必要な資金を調達することがで

きる者であること。 

(3) 補助対象事業者が、萩版ＤＭＯが中心となって実施するインバウンド事業

に協力していく意思のある者であること。 

３ 前項の審査により、外国人観光客受入体制計画を認定することが適当である

と認めるときは、当該認定を行い、その旨を当該補助対象事業者に文書で通知

するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 前条の認定を受けた補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとする

ときは、インバウンド受入環境整備支援事業補助金交付申請書（別記第２号様

式）を会長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第８条 会長は、前条の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、補助

金を交付することが適当であると認めるときは、補助金の交付の決定をし、そ

の旨を当該補助対象事業者に通知するものとする。 

（事業計画変更等に係る承認の申請） 

第９条 前条の通知を受けた補助対象事業者は、当該事業に係る事業計画の内容

を変更しようとするときは、あらかじめ、インバウンド受入環境整備支援事業

補助金に係る補助事業の内容(経費の配分)の変更承認申請書（別記第３号様式）



を会長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前条の通知を受けた補助対象事業者は、事業を中止し、又は廃止しようとす

るときは、あらかじめ、インバウンド受入環境整備支援事業補助金に係る補助

事業の中止(廃止)承認申請書（別記第４号様式）を会長に提出し、その承認を

受けなければならない。 

３ 会長は、第１項又は前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、

適当であると認めるときは、当該変更又は中止若しくは廃止の承認を行い、そ

の旨を当該補助対象事業者に通知するものとする。この場合において、会長は、

必要に応じ条件を付し、及びこれを変更することができる。 

（状況調査及び報告） 

第１０条 会長は、補助対象事業の実施期間中において、当該事業の遂行状況に

ついて、補助対象事業者に報告を求めることができる。 

２ 補助対象事業者は、補助対象事業の完了後２年間における、毎月の個別外客

宿泊者数又は外国人入込客数及び毎年の認定外国人観光客受入体制計画の実施

状況を会長に報告しなければならない。 

（実績報告及び補助金額の確定） 

第１１条 補助対象事業者は、補助対象事業の完了後３０日以内（補助対象事業

の廃止の承認があった場合は、当該承認の日から３０日以内）又は令和４年２

月２８日のいずれか早い日までに、インバウンド受入環境整備支援補助金実績

報告書（別記第５号様式）を提出しなければならない。 

２ 会長は、前項の報告書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当であ

ると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該補助対象事業者に対

し、その旨を通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 補助対象事業者は、前条の補助金の額の確定の通知があった場合は、

インバウンド受入環境整備支援事業補助金請求書（別記第６号様式）を提出し

て、補助金の交付を受けるものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 会長は、補助対象事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたと

きは、補助金の交付決定を取り消し、又は既に交付している補助金の全部若し



くは一部の返還を命じることができる。 

(1) 法令、この要綱又はこれらに基づく会長の指示に違反したとき。 

(2) 補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

(3) 補助対象事業について、不正、怠慢その他不適切な行為をしたとき。 

(4) 補助金の交付の決定の後生じた事業の変更等により、補助対象事業の全部

又は一部を継続する必要が無くなったとき。 

(5) 事業期間内に補助対象事業の開業ができないとき。 

２ 会長は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対

する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部

の返還を命じるものとする。 

（財産の管理等） 

第１４条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けて取得した財産について、補

助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵

省令第１５号）を勘案し、補助事業者等が補助事業等により取得し、又は効用

の増加した財産のうち処分を制限する財産及び補助事業等により取得し、又は

効用の増加した財産の処分制限期間（平成２２年国土交通省告示第５０５号）

で定める期間を経過するまでの間、補助金の交付の目的に反して処分をしては

ならない。 

２ 補助対象事業者は、補助金の交付を受けて取得した財産について、処分しよ

うとするときは、あらかじめ、会長の承認を受けなければならない。 

３ 会長は、補助対象事業者が前項の承認を受けた後に財産の処分を行い、収入

があった場合は、当該補助対象事業者に補助金の一部の返還を命じることがで

きる。 

（補助事業に関する書類の管理等） 

第１５条 補助対象事業者は、補助対象事業に係る書類について、当該事業が完

了した年度の翌年度から５年間、保管しなければならない。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、補助対象事業者に対し、報告を求め、

若しくは事業の実施に関し必要な指示をし、又は関係職員に帳簿その他の関係

書類等若しくは当該事業の実施状況を検査させることができる。 

（その他） 



第１６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、

会長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月３０日から施行する。 


